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令和６年４月９日一部改正 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、札幌市水道局が発注する建物の清掃業務に係る調達において、

地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「施行令」という。）第 167 条の

10 の２の規定に基づき、価格その他の条件が本市にとって最も有利なものをもって

申込みをした者を落札者とする方式による一般競争入札（以下「総合評価一般競争

入札」という。）の手続に関して、別に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

（対象業務） 

第２条 この要領の対象として総合評価一般競争入札を行う調達は、地方公共団体の

物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第 372 号。以下

「特例政令」という。）の適用がある建物の清掃業務のうち、次の各号のいずれに

も該当しないもの（以下「対象清掃業務」という。）とする。 

⑴ 仕様内容その他施設の性質又は目的から、価格以外の条件設定が難しいもの又

は必要性が乏しいものその他入札価格とそれ以外の要素を一体として評価する

ことが難しいもの 

⑵ 国土交通省が定める建築保全業務共通仕様書、建築保全業務積算基準及び建築

保全業務積算要領を適用することが適切ではないもの 

２ 前項に定める対象清掃業務については、原則として、その履行期間を 12 月超に

わたり定めるものとする。 

（調達の手続） 

第３条 対象清掃業務において、総合評価一般競争入札を行うときは、この要領によ

り実施するものとし、この要領に定めのない事項については、特例政令の適用を受

ける調達の手続の例によるものとする。 

（落札者決定基準の決定） 

第４条 施行令第 167 条の 10 の２第３項の規定に基づく落札者決定基準（以下「落

札者決定基準」という。）にあっては、別表１に掲げる事項を基本に、調達ごとに



定めるものとする。 

２ 前項に基づき落札者決定基準を定めようとするときは、総務部長等は、あらかじ

め２名以上の学識経験を有する者の意見を様式１により聴取し、その意見の結果を

もとに、札幌市水道局物品・役務契約等事務取扱要領（平成 25 年１月 31 日総務部

長決裁。以下「役務要領」という。）第４条の規定に基づく一般競争入札参加資格

審査委員会（以下「資格審査委員会」という。）の議を経るものとする。 

３ 前項の資格審査委員会の構成は、役務要領第４条第２項の規定にかかわらず、別

表２に掲げるとおりとする。 

４ 第２項のほか、資格審査委員会の議にあっては、事務の都合その他合理的な事由

があるときは、委員を一堂に会することなく、書面による持回り又はその他適切な

方法により委員会を開催することができる。 

（入札参加資格等） 

第５条 総合評価一般競争入札に参加することができる者は、役務要領第３条に掲げ

る要件のほか、次に掲げる要件のすべてを満たす者とする。 

⑴ 次に掲げる一定の資本関係又は人的関係にある者が同一入札に参加していな

いこと。 

ア 資本関係 

（ア）子会社等（会社法（平成 17 年法律第 86 号）第２条第３号の２に規定する

子会社等をいう。（イ）において同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定

する親会社等をいう。（イ）において同じ。）の関係にある場合 

（イ）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

（ア）一方の会社等（会社法施行規則（平成 18 年法務省令第 12 号）第２条第３

項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の役員（会社法施行規則第

２条第３項第３号に規定する役員のうち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）

が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合。ただし、会社等の一方が民

事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第２条第４号に規定する再生手続が存

続中の会社等又は更生会社（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第２条

第７項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。 

ａ 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。 



（ａ）会社法第２条第 11 号の２に規定する監査等委員会設置会社における

監査等委員である取締役 

（ｂ）会社法第２条第 12 号に規定する指名委員会等設置会社における取締

役 

（ｃ）会社法第２条第 15 号に規定する社外取締役 

（ｄ）会社法第 348 条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により

業務を執行しないこととされている取締役 

ｂ 会社法第 402 条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

ｃ 会社法第 575 条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合

同会社をいう。）の社員（同法第 590 条第１項に規定する定款に別段の定

めがある場合により業務を執行しないこととされている社員を除く。） 

ｄ 組合の理事 

ｅ その他業務を執行する者であって、a からｄまでに掲げる者に準ずる者 

(イ) 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第 64 条第２項又は会

社更生法第 67 条第１項の規定により選任された管財人（以下単に管財人と

いう。）を現に兼ねている場合 

（ウ）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

ウ 入札に参加する事業協同組合等の組合と他の入札参加者について、上記ア又

はイと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

⑵ 役務要領第 91 条第１項（第１号を除く。）及び第２項の規定に基づき定めた要

件 

２ 総合評価一般競争入札を行うときは、入札参加条件として、入札書記載金額に対

応した次に掲げる書類（札幌市水道局役務契約に係る低入札価格調査制度及び最低

制限価格制度運用要領（平成 24 年１月 18 日管理者決裁。以下「低入札価格調査運

用要領」という。）第７条第２項第１号に定める入札書記載金額の積算根拠に準ず

るもの。以下「業務費内訳書等」という。）を、入札の際に求めるものとし、その

旨を次条の入札公告において明示するものとする。 

⑴ 業務費内訳書 

⑵ 業務従事者賃金支給計画書 

⑶ 社会保険料事業主負担分調書 



（入札公告） 

第６条 総合評価一般競争入札を行うときは、特例政令の適用を受ける調達における

公告手続の例によるほか、次の各号に掲げる事項を公告するものとする。 

⑴ 総合評価一般競争入札を採用していること。 

⑵ 総合評価に必要な企画提案の書類の提出に関すること。 

⑶ 落札者決定基準 

⑷ 落札者の決定方法に関すること。 

⑸ その他必要な事項 

２ 前項の公告は、別記１標準告示例による。 

（入札説明書） 

第７条 特例政令第８条の規定に基づき、総合評価一般競争入札に参加しようとする

者に対し交付する入札説明書は、別記２標準入札説明書例による。 

（提案書類の提出） 

第８条 管理者は、総合評価一般競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）

から、指定した期日までに、入札書並びに入札公告に示す入札参加資格の審査に係

る書類（以下「審査書類」という。）及び業務費内訳書等のほか、企画提案に係る

書類（以下「提案書類」という。）の提出を求めるものとする。 

２ 前項の提案書類にあっては、入札に係る事務負担軽減の目的から、企画提案の概

要を説明した企画提案申出書(様式６。以下「企画提案申出書」という。)を活用す

ることができる。 

３ 入札参加者から提出された入札書並びに審査書類、業務費内訳書等及び企画提案

申出書を含む提案書類（以下「入札書等」という。）は、書換え、引換え又は撤回

を認めないものとする。 

（開札等） 

第９条 入札執行者（役務要領第２条第１項第９号で定める者をいう。以下同じ。）

は、前条による入札があったときは、公告においてあらかじめ示した日時及び場所

において、開札するものとする。 

２ 前項の開札において、入札執行者は、次の事項を告げた後、落札を保留して、開

札を終えるものとする。この場合において、開札に係る事務負担の軽減から、第２

号の事項については、必要最小限の者のみとすることができる。 



⑴ 入札が無効となる入札参加者 

⑵ 入札した入札参加者の商号又は名称及び入札書記載金額 

⑶ 予定価格の制限の範囲を超える価格で入札をした入札参加者 

⑷ 低入札価格調査運用要領第４条に定める調査基準価格（以下「調査基準価格」

という。）を下回る価格で入札をした入札参加者 

３ 開札を終えた後、入札執行者は、入札参加資格を有したうえで予定価格の制限の

範囲内の価格をもって有効な入札を行った入札参加者の業務費内訳書等を審査し、

業務費内訳書等が低入札価格調査運用要領第７条の２第 1項各号又は第２項のいず

れかに該当したときは、当該入札参加者の入札を無効にし、その旨を通知する。 

４ 前３項の結果、予定価格の制限の範囲内の価格をもって有効な入札がないときで

あっても、施行令第 167 条の８第４項の規定に基づく再度入札は、行わないものと

する。 

５ 前条第２項の企画提案申出書を活用する場合、当該申出書により第 10 条第１項

に規定する評価を行い、その結果に基づく評価点の最も高い者(落札候補者として

第 10 条第４項に規定する資格審査委員会に諮る対象者をいう。以下次項において

同じ。)に対してのみ、第３項の業務費内訳書等の審査を行い、有効な場合に企画

提案申出書内容の根拠として提案書類の提出を求め、当該書類に基づき評価点の審

査を行う。 

６ 前項に基づく審査の結果、審査順位１位の者の業務費内訳書等又は提案内容の不

備により、次順位者が評価点の最も高い者となった場合は、同項後段の規定に準じ

て審査を行い、以後評価点の最も高い者が確定するまで同様の手続きを繰り返す。 

（提案書類の評価等） 

第 10 条 入札執行者は、前条の開札結果に基づき、予定価格の制限の範囲内の価格

をもって有効な入札を行った入札参加者（以下「評価対象者」という。）について、

入札書記載金額及び提案書類(企画提案申出書を含む。以下同じ。)をもとに、落札

者決定基準による評価を行い、評価点案を作成する。 

２ 前項の評価を行う場合において、入札執行者は、評価対象者に対し、入札書等に

関し必要な説明を求めることができる。 

３ 第４条第２項の規定に基づく意見聴取において、落札者を決定しようとするとき

に改めて学識経験を有する者の意見を聴く必要があるとの意見が述べられた場合



には、総務部長等は、第１項の評価点案に基づき落札者を決定することについて、

あらかじめ２名以上の学識経験を有する者の意見を様式２により聴取し、その意見

の結果を、資格審査委員会に報告するものとする。 

４ 第１項の評価点案及び前項の学識経験を有する者の意見に基づき、資格審査委員

会が評価点を決定する。 

（落札者の決定） 

第 11 条 前条第４項で評価点を決定した結果、評価点の最も高い者を落札者とし、

評価点の最も高い者が複数いる場合には、くじにより落札者を決定する。ただし、

落札者となるべき者が、調査基準価格を下回る価格で入札をした場合には、低入札

価格調査運用要領に基づく低入札価格調査を行い、落札者を決定するものとする。 

２ 前項の低入札価格調査を行った場合において、落札者の決定に当たっては、低入

札価格調査運用要領第９条に定める低入札価格審査委員会の事務を、資格審査委員

会が代わって行うものとする。 

３ 落札者を決定したときは、入札執行者は総合評価に係る審査結果について、第９

条第１項で入札参加資格を有していると認められた入札参加者に対し、通知するも

のとする。 

（入札結果の公表） 

第 12 条 落札者を決定したときは、その入札結果について、札幌市水道局物品・役

務契約に係る入札等情報の公表に関する事務取扱要領（平成 25 年 12 月 26 日総務

部長決裁）第７条の規定に基づき、様式３により公表するものとする。 

（評価点に係る疑義照会） 

第 13 条 評価対象者は、公表された自らの評価点に疑義がある場合は、第 11 条第３

項に基づく通知があった日の翌日から起算して３日（札幌市の休日を定める条例

（平成２年条例第 23 号）に規定する休日を除く。）以内に、管理者に対し、自らの

評価点について様式４により疑義の照会ができるものとする。 

２ 管理者は、前項の規定に基づく照会があったときは、あらかじめ資格審査委員会

の議を経たうえで、書面その他適切な方法により回答するものとする。 

（企画提案の履行確保） 

第 14 条 管理者は、落札者が提示した企画提案にあっては、落札者と契約を締結す

る際、その内容を契約の特記事項として約定し、その履行を確保するものとする。 



２ 管理者は、企画提案の履行確認のため、受託者に対して、必要な報告又は資料の

提出を求めることその他必要な調査を行うことができるものとする。 

（約定内容が履行されないときの措置） 

第 15 条 管理者は、前条第１項の規定に基づき約定した内容（以下「約定内容」と

いう。）について、受託者が正当な理由なく履行しないときは、当該受託者に対し、

是正をするよう指示するものとする。 

２ 管理者は、受託者が前項の指示に従わない、又は約定内容の性質上、是正をする

ことができないことが明らかであると認めるときは、第 10 条第４項の規定に基づ

き決定した評価点と、実際の履行内容をもとに算定した評価点との差を算出し、そ

の差の合算点を、管理者が認めた日から起算して１年間（減点措置期間を経過して

以降も是正されない場合であって、第７項による契約解除を行わない場合について

は、再度管理者が認めた日から起算して１年間）に開札を行う対象清掃業務に係る

総合評価一般競争入札において、当該受託者における評価点から減ずるものとする。 

３ 前項の規定は、受託者が事業協同組合等であるときは、当該事業協同組合等のす

べての組合員にも適用するものとし、当該事業協同組合等の組合員が単独で入札に

参加する場合にも前項の措置を行うものとする。 

４ 前２項の措置について、市長又は他の企業管理者が発注する対象清掃業務に係る

調達においても適用する。このとき、第１項の「管理者」とあるのは「市長又は他

の企業管理者」と読み替えるものとする。 

５ 管理者は、第１項の指示を受けた受託者が、その指示に従わず、約定内容の履行

の見込みがないと認めるときは、当該受託者に対し、札幌市水道局競争入札参加停

止等措置要領（平成 14 年５月８日管理者決裁）に基づき参加停止措置を行うこと

ができるものとする。 

６ 管理者は、前項の場合において、参加停止措置の有無にかかわらず、当該受託者

に対し、請求金額から履行しない割合に相当する金額を減額することができるもの

とする。 

７ 管理者は、第１項の指示を受けた受託者が、その指示に従わず、約定内容の履行

の見込みがないと認める場合であって、契約を継続し難い重大な事由があると認め

るときは、契約を解除することができるものとする。 

（秘密の保持） 



第 16 条 総合評価に係る審査結果を除き、この要領に基づき入札参加者から提出さ

れた提案書類は、公にすることにより入札参加者の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害することのないよう慎重に取り扱うものとし、原則として、ホームペー

ジ等での公表はしないものとする。ただし、札幌市情報公開条例（平成 11 年条例

第 41 号）に基づき公開請求があったときは、非公開情報を除いて、公開請求者に

公開する。 

附 則 

１ この要領は、令和２年５月 13 日から施行する。 

２ この要領は、この要領の施行の日以前に公告その他の行為により申込みを求める

対象清掃業務については適用しない。 

３ この要領の施行開始に伴い、「札幌市水道局建物清掃業務総合評価一般競争入札

試行要領（平成 26 年６月 20 日総務部長決裁）」を廃止する。 

４ 次に掲げる規定中「札幌市水道局建物清掃業務総合評価一般競争入札試行要領

（平成 26 年６月 20 日総務部長決裁）」を「札幌市水道局建物清掃業務総合評価一

般競争入札実施要領（令和２年５月 13 日総務部長決裁）」に改める。 

⑴ 札幌市水道局競争入札参加停止等措置要領運用指針（平成 14 年５月８日総務

部長決裁）第 12 ⑤ 

  附 則 

１ この要領は、令和６年５月１日から施行する。  

２ この要領は、この要領の施行の日前において行われた告示その他の契約の申込み

の誘引に係る契約で同日以後に締結されるものについては、適用しない。 

 


